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 長引くコロナ禍の影響、ロシアのウクライナ侵攻などによって生じたエ

ネルギーや日用品等の価格高騰で、国民とりわけ低所得者は、多大な影響

を受け、都内で食料配布を行っている民間団体によれば、リーマンショッ

ク時を上回る人数の行列ができているとのことである。 

東京都の最低賃金は、現在時給１０７２円である。この賃金で１日８時

間、月２２日間フルタイムで働いても月収１８万８６７２円であり、年収

は２２６万４０６４円に過ぎない。 

総務省が２０２３年１月３１日に発表した労働力調査によれば、２０２

２年の役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は３６.

９％である。とりわけ女性では約５３％が非正規の職員・従業員である。 

 非正規労働者の多くは、最低賃金をわずかに上回る賃金で生活しており、

最低賃金を引き上げることは、非正規労働者の生活水準を引き上げること

につながる。このような情勢であるからこそ、最低賃金の大幅な引き上げ

が何よりも求められている。 

 また、最低賃金引き上げのためには、中小企業や個人事業主への抜本的

な支援が求められる。中小企業等に対しては、支援効果の小さい法人税や

所得税の減税制度だけでなく、負担が重いとされる社会保険料の事業主負

担部分を免除・軽減することなどの支援も検討されるべきである。 

 当会は、審議を行う中央最低賃金審議会、東京地方最低賃金審議会及び

最低賃金を決定する東京労働局長に対し、物価高によって多大な影響を受

けている労働者に健康で文化的な生活を保障するため最低賃金額を大幅



に引き上げることを求めるとともに、政府に対し大幅な引き上げに対応し

た中小企業等への効果的な支援策の策定・実施を求めるものである。 

以上 


